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 元文科初第 1335 号  

令和２年１月 17 日  

 

各都道府県教育委員会教育 長 

各指定都市教育委員会教育 長 

 

文部科学省初等中等教育局長         

       丸 山 洋 司       

 

（印影印刷）  

 

 

「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を

監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講

ずべき措置に関する指針」の告示等について（通知） 

 

 

昨年 12 月，「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一

部を改正する法律の公布について（通知）」（令和元年 12 月 11 日元文科初第 1214 号

初等中等教育局長通知。以下「公布通知」という。）で通知したとおり，「公立の義務

教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改正する法律」（令和

元年法律第 72 号）が公布されました。 

この法律は，学校における働き方改革を進めるための総合的な取組の一環として，

文部科学省が昨年１月に策定した「公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイド

ライン」を法的根拠のある「指針」に格上げするとともに，休日の「まとめ取り」の

ため，一年単位の変形労働時間制を各地方公共団体の判断により条例で選択的に活用

できるようにするものです。 

このうち，ガイドラインの法的根拠のある「指針」への格上げについては，第７条

において，文部科学大臣は，教育職員の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教

育の水準の維持向上に資するため，教育職員が正規の勤務時間及びそれ以外の時間に

おいて行う業務の量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教

育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針を定めること

とされているところであり，当該規定に基づき，このたび，「公立学校の教育職員の業
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務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及

び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」を告示として公示しましたの

で，お知らせします（別添１及び２）。 

本指針の適用は，第７条の施行と同じく令和２年４月１日からとしており，本指針

の運用に当たっては，下記の事項に留意の上，適切に対応されるようお願いします。  

下記の留意事項のほか，本指針の内容に関する詳細については，別途Ｑ＆Ａとして

お示しします。また，今回の改正法に関する主な国会審議の内容（別添３）について

も，御参考にされるようお願いします。 

本指針の策定と併せて，文部科学省としては今後とも，必要な制度改正や条件整備

をはじめとして，学校と社会の連携の起点・つなぎ役として前面に立ち，学校におけ

る働き方改革の取組を総合的に進めてまいります。各教育委員会におかれては，その

所管に属する学校の教育職員の在校等時間の上限等に関する方針（以下「上限方針」

という。）の策定と併せて，「学校における働き方改革に関する取組の徹底について（通

知）」（平成 31 年３月 18 日 30 文科初第 1497 号文部科学事務次官通知）も踏まえ，引

き続き，学校における働き方改革を進めるために必要な取組の徹底をお願いします。  

なお，今後，文部科学省では，「学校の働き方改革のための取組状況調査」をはじめ

とした既存の調査等を活用しつつ，本指針の運用状況について，適宜，各教育委員会

の取組の状況を把握し，公表することとしておりますので，御協力くださるようお願

いします。 

また，休日の「まとめ取り」のための一年単位の変形労働時間制の活用に関して留

意すべき事項については，別途通知します。 

各都道府県教育委員会におかれては，所管の学校及び域内の市（指定都市を除く。

以下同じ。）町村教育委員会に対して，各指定都市教育委員会におかれては，所管の学

校に対して，本件について周知を図るとともに，十分な指導・助言に努めていただく

ようお願いします。 

また，各都道府県教育委員会におかれては，本件について域内の市町村教育委員会

が設置する学校に対して周知が図られるよう配慮をお願いします。 

 

 

記 

 

 

（１） 上限時間の性質について 
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本指針は，超過勤務命令に基づく業務以外の時間も含む「在校等時間」について

の上限時間等を示したものであり，校務をつかさどる校長及び服務監督権者であ

る教育委員会は，上限時間を超えないようにするため，教師等の業務量の適切な

管理を行うことが求められること。 

 校長及び教育委員会は，教師等の在校等時間の管理をはじめ，業務の役割分担・

適正化，必要な執務環境の整備や健康管理など，学校の管理運営における責任を

有するものであることから，上限時間を超える実態がある場合には，例えば，校務

分掌の適正化や業務削減等の改善のための措置を取るなど，学校の管理運営上の

責任を適切に果たすことが求められること。 

 なお，在校等時間の上限は，教育職員がその上限まで勤務することを推奨する

ものではないこと。また，本指針における児童生徒等に係る臨時的な特別の事情

がある場合の上限時間は，上限時間の原則に対する例外として，例えば，学校事故

等が生じて対応を要する場合や，いじめやいわゆる学級崩壊等の指導上の重大事

案が発生し児童生徒等に深刻な影響が生じている又は生じるおそれのある場合な

ど，児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い，

一時的又は突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合について定

めたものであること。 

  

（２） 各地方公共団体の条例や規則等への反映について 

本指針の適用は，第７条の施行と同じく令和２年４月１日からとしており，同

日までに上限方針が実効性ある形で定められていることが重要であること。 

このため，服務監督権者である各教育委員会においては，本指針を参考にし，上

限方針を教育委員会規則等において定めること。既に上限方針を策定している場

合には，本指針に沿ったものとなっているか，学校や地域の実情等も踏まえ，改め

て検討の上，必要に応じて改定すること。 

都道府県及び指定都市においては，給特法第７条第１項の規定の趣旨を踏まえ，

服務監督権者である教育委員会が定める上限方針の実効性を高めるため，公布通

知においてもお願いしていた通り，本年度中に各地方公共団体の議会において御

議論いただき条例の整備を行うとともに，教育委員会規則等の整備を行うようお

願いしたいこと。 

これらに関しては，条例・規則等に在校等時間の上限を定めることが重要であ

り，文部科学省において「「指針」の条例・規則等への反映について（例）」（別添

４）を作成したので，参考とされたいこと。 
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（３）在校等時間の客観的な計測について 

 労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）等において，タイムカードによる記

録，電子計算機の使用時間の記録等の客観的な方法その他の適切な方法による勤

務時間の把握義務が明確化されたことを踏まえ，教育職員が在校している時間は，

ICT の活用やタイムカード等により客観的に計測すること。また，校外において

職務に従事している時間についても，できる限り客観的な方法により計測するこ

と。また，当該計測の結果は公務災害が生じた場合等において重要な記録となる

ことから，公文書としてその管理及び保存を適切に行うこと。 

 

（４）持ち帰り業務の扱いについて 

在校等時間の上限を遵守することのみが目的化し，それにより自宅等における

持ち帰り業務の時間が増加することはあってはならないこと。本来，業務の持ち

帰りは行わないことが原則であり，仮に行われている場合には，その縮減のため

に実態把握に努めること。 

 

（５）相談窓口について 

教師等の長時間勤務の是正やメンタルヘルス不調等の健康障害の防止のため，

各教育委員会内の学校における働き方改革の担当課や教師等の福利厚生を担当す

る課等において，長時間勤務等の勤務条件やメンタルヘルス不調等の健康障害に

関する相談窓口を設置することについては，別途「公立学校の教師等の勤務条件，

健康障害及び公務災害認定に係る相談窓口の設置状況に関する調査結果に係る留

意事項について（依頼）」（令和２年１月 17 日元文科初第 1336 号初等中等教育局

長通知）として通知しているところであるが，本指針の適切な運用を確保する観

点からも，相談窓口を設けることが重要であること。 

なお，参議院文教科学委員会における「公立の義務教育諸学校等の教育職員の

給与等に関する特別措置法の一部を改正する法律案に対する附帯決議」の「八」

（※）の「文部科学省への相談窓口」については，別途示すものであること。 

 

  ※公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改正する法

律案に対する附帯決議（令和元年 12 月３日参議院文教科学委員会）抜粋 

    八、政府は、本法及び本法によって定められる文部科学省令、指針に逸脱した運用の

防止策として、教育職員からの勤務条件に関する措置要求や苦情処理制度とは別に、

教育職員等からの文部科学省や教育委員会への相談窓口を設けるよう促すこと。 
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【別添１】公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督す

る教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置

に関する指針【概要】 

【別添２】公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督す

る教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置

に関する指針（令和２年文部科学省告示第１号） 

【別添３】給特法改正に関する主な国会答弁 

【別添４】「指針」の条例・規則等への反映について（例） 

【参考資料】改正給特法の施行に向けたスケジュール（イメージ） 

 

              

 

 
担当：初等中等教育局財務課教育公務員係  

鞠子，中村，吉田 

TEL：03-5253-4111（代表）内線 2588 
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公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の
服務を監督する教育委員会が教育職員の健康及び福祉の確保を

図るために講ずべき措置に関する指針【概要】

＜除く時間＞
③勤務時間外における自己研鑽及び
業務外の時間（※自己申告による）
④休憩時間

○趣旨

・教師の長時間勤務の実態は深刻であり、持続可能な学校教育の中で効果的な教育活
動を行うためには、学校における働き方改革が急務。
・公立学校の教師については、時間外勤務命令は「超勤４項目」に限定されるものの、校
務として行われている業務については、時間外勤務を命じられて行うものでないとしても
学校教育活動に関する業務であることに変わりはなく、こうした業務を行う時間も含めて
時間を管理することが学校における働き方改革を進める上で必要不可欠。
・このような状況を踏まえ、給特法第７条に基づき、教師の業務量の適切な管理その他教
師の服務を監督する教育委員会が教師の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措
置に関する指針を定めるもの。

○対象の範囲

給特法第２条に規定する公立の義務教育諸学校等の教育職員の服務を監督する教育
委員会、及び同条に規定する公立の義務教育諸学校等の教育職員全て

※義務教育諸学校等：小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、幼稚園
教育職員：校長（園長）、副校長（副園長）、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、

助教諭、養護助教諭、講師、実習助手、寄宿舎指導員

※事務職員等については、「３６協定」における時間外労働の規制が適用される。

○業務を行う時間の上限

「超勤４項目」以外の業務を行う時間も含め、教育職員が学校教育活動に関する業務を
行っている時間として外形的に把握することができる時間を「在校等時間」とし、勤務時間
管理の対象とする。

具体的には、「超勤４項目」以外の業務を行う時間も含めて教育職員が在校している時
間を基本とし、当該時間に、以下①、②を加え、③、④を除いた時間を在校等時間とする。

＜基本とする時間＞
○在校している時間
＜加える時間＞
①校外において職務として行う研修や児童
生徒の引率等の職務に従事している時間
②各地方公共団体で定めるテレワークの時間

○上限時間

①１か月の時間外在校等時間について、４５時間以内
②１年間の時間外在校等時間について、３６０時間以内
※児童生徒等に係る臨時的な特別の事情により業務を行わざるを得ない場合は、
１か月の時間外在校等時間１００時間未満、１年間の時間外在校等時間７２０時間以内

（連続する複数月の平均時間外在校等時間８０時間以内、
かつ、時間外在校等時間４５時間超の月は年間６カ月まで）
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○教育職員の服務を監督する教育委員会が講ずべき措置

(1) 本指針を参考にしながら、その所管に属する学校の教育職員の在校等時間の上限等に
関する方針（「上限方針」）を教育委員会規則等において定める。

(2) 教育職員が在校している時間は、ICTの活用やタイムカード等により客観的に計測。
校外で職務に従事している時間も、できる限り客観的に計測。

計測した時間は公務災害が生じた場合等に重要な記録となることから、公文書としてその
管理及び保存を適切に行う。

(3) 休憩時間や休日の確保等に関する労働基準法等の規定を遵守する。

(4) 教育職員の健康及び福祉を確保するため、以下の事項に留意する。
－在校等時間が一定時間を超えた教育職員に医師による面接指導を実施すること。
－終業から始業までに一定時間以上の継続した休息時間を確保すること。 等

(5) 上限方針を踏まえた所管に属する各学校における取組の実施状況を把握した上で、そ
の状況を踏まえつつ、在校等時間の長時間化を防ぐための業務分担の見直しや適正化、
必要な環境整備等の取組を実施。上限方針で定める上限時間の範囲を超えた場合には、
所管内の各学校における業務や環境整備等の状況について事後的に検証を行う。 等

○留意事項

(1) 上限時間について
・本指針は上限時間まで業務を行うことを推奨する趣旨ではない。

・本指針は、学校における働き方改革の総合的な方策の一環であり、在校等時間の長時
間化を防ぐ他の取組と併せて取り組まれるべきもの。決して、これらの取組を講ずること
なく、学校や教育職員に対し、上限時間を遵守することを求めるのみではならない。

(2) 虚偽の記録等について
・在校等時間を上限時間の範囲内とすることが目的化し、授業など教育課程内の学校教

育活動であって真に必要な活動であるものをおろそかにすることや、実際より短い虚偽の
時間を記録に残す、又は残させることがあってはならない。

(3) 持ち帰り業務について
・本来、業務の持ち帰りは行わないことが原則。上限時間を遵守するためだけに自宅等に
持ち帰って業務を行う時間が増加することは、厳に避ける。仮に業務の持ち帰りが行わ
れている実態がある場合には、その実態把握に努めるとともに、業務の持ち帰りの縮減
に向けた取組を進める。

(4) 都道府県等が講ずべき措置について
都道府県及び指定都市においては、服務監督教育委員会が定める上限方針の実効性
を高めるため、条例等の整備その他の必要な措置を講ずるものとする。

(5) 文部科学省の取組について
文部科学省は、学校における働き方改革を進める上で前提となる学校の指導及び事務

の体制の効果的な強化及び充実を図るための教育条件の整備を進める。また、各都道
府県及び指定都市における条例等の制定状況や、各服務監督教育委員会の取組の状
況を把握し、公表する。 等

○附則

この指針は、令和２年４月１日から適用する。
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、

督
す
る
教
育
委
員
会
が
教
育
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
の
確
保
を
図
る
た
め
に
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す
る
指
針
を
次
の
よ

う
に
定
め
る
。

令
和
二
年
一
月
十
七
日

文
部
科
学
大
臣

萩
生
田

光
一

公
立
学
校
の
教
育
職
員
の
業
務
量
の
適
切
な
管
理
そ
の
他
教
育
職
員
の
服
務
を
監
督
す
る
教
育
委
員
会
が
教
育

職
員
の
健
康
及
び
福
祉
の
確
保
を
図
る
た
め
に
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す
る
指
針

目
次第
１

趣
旨

第
２

対
象
の
範
囲

第
３

業
務
を
行
う
時
間
の
上
限

第
４

服
務
監
督
教
育
委
員
会
が
講
ず
べ
き
措
置

第
５

留
意
事
項

⑴
上
限
時
間
に
つ
い
て

8
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⑵
虚
偽
の
記
録
等
に
つ
い
て

⑶
持
ち
帰
り
業
務
に
つ
い
て

⑷
都
道
府
県
等
が
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て

⑸
文
部
科
学
省
の
取
組
に
つ
い
て

附
則

第
１

趣
旨

近
年
、
我
が
国
の
教
育
職
員
（
公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（

昭
和
4
6
年
法
律
第
7
7
号
。
以
下
「
給
特
法
」
と
い
う
。
）
第
２
条
第
２
項
に
規
定
す
る
教
育
職
員
を
い
う
。
以
下

同
じ
。
）
の
業
務
が
長
時
間
に
及
ぶ
深
刻
な
実
態
が
明
ら
か
に
な
っ
て
お
り
、
持
続
可
能
な
学
校
教
育
の
中
で
効

果
的
な
教
育
活
動
を
行
う
た
め
に
は
、
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
が
急
務
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
平
成
3
0
年

７
月
に
公
布
さ
れ
た
働
き
方
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
平
成
3
0
年
法
律
第
7
1

号
）
に
よ
り
、
労
働
基
準
法
（
昭
和
2
2
年
法
律
第
4
9
号
）
第
3
6
条
第
１
項
の
協
定
（
以
下
「
3
6
協
定
」
と
い
う
。

）
に
つ
い
て
時
間
外
労
働
の
限
度
時
間
が
規
定
さ
れ
た
。

公
立
学
校
の
教
育
職
員
に
つ
い
て
は
、
正
規
の
勤
務
時
間
（
給
特
法
第
６
条
第
１
項
に
規
定
す
る
正
規
の
勤
務

時
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
外
に
行
わ
れ
る
公
立
の
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
を
正
規
の
勤
務
時
間
を

超
え
て
勤
務
さ
せ
る
場
合
等
の
基
準
を
定
め
る
政
令
（
平
成
1
5
年
政
令
第
4
8
4
号
）
第
２
号
に
掲
げ
る
業
務
（
以

9
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下
「
超
勤
４
項
目
」
と
い
う
。
）
以
外
の
業
務
に
つ
い
て
は
、
時
間
外
勤
務
（
同
令
第
１
号
に
規
定
す
る
時
間
外

勤
務
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
命
じ
な
い
も
の
と
さ
れ
て
い
る
が
、
正
規
の
勤
務
時
間
外
に
校
務
と
し
て
行
わ

れ
る
業
務
に
つ
い
て
は
、
当
該
業
務
が
時
間
外
勤
務
を
命
じ
ら
れ
て
行
う
も
の
で
な
い
と
し
て
も
学
校
教
育
活
動

に
関
す
る
業
務
で
あ
る
こ
と
に
つ
い
て
正
規
の
勤
務
時
間
内
に
行
わ
れ
る
業
務
と
変
わ
り
は
な
く
、
こ
う
し
た
業

務
も
含
め
て
教
育
職
員
が
業
務
を
行
う
時
間
を
管
理
す
る
こ
と
が
、
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
を
進
め
る
上
で

必
要
不
可
欠
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
給
特
法
第
７
条
第
１
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
公
立
学
校
の
教
育
職
員
の
業
務
量

の
適
切
な
管
理
そ
の
他
教
育
職
員
の
服
務
を
監
督
す
る
教
育
委
員
会
が
教
育
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
の
確
保
を
図

る
た
め
に
講
ず
べ
き
措
置
に
関
す
る
指
針
を
定
め
る
。

第
２

対
象
の
範
囲

⑴
本
指
針
は
、
給
特
法
第
２
条
に
規
定
す
る
義
務
教
育
諸
学
校
等
の
教
育
職
員
の
服
務
を
監
督
す
る
教
育
委
員

会
（
以
下
「
服
務
監
督
教
育
委
員
会
」
と
い
う
。
）
の
全
て
を
対
象
と
す
る
。

⑵
本
指
針
に
掲
げ
る
措
置
は
、
給
特
法
第
２
条
第
２
項
に
規
定
す
る
教
育
職
員
全
て
を
対
象
と
す
る
も
の
と
す

る
。
な
お
、
そ
れ
以
外
の
職
員
（
事
務
職
員
、
学
校
栄
養
職
員
等
）
に
つ
い
て
は
、
3
6
協
定
に
お
け
る
時
間
外

労
働
の
限
度
時
間
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
留
意
す
べ
き
で
あ
る
。

第
３

業
務
を
行
う
時
間
の
上
限

10
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⑴
本
指
針
に
お
け
る
「
勤
務
時
間
」
の
考
え
方

教
育
職
員
は
、
社
会
の
変
化
に
伴
い
児
童
生
徒
等
が
ま
す
ま
す
多
様
化
す
る
中
で
、
語
彙
、
知
識
、
概
念
が

そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
一
人
一
人
の
児
童
生
徒
等
の
発
達
の
段
階
に
応
じ
て
、
指
導
の
内
容
を
理
解
さ
せ
、
考
え
さ

せ
、
表
現
さ
せ
る
た
め
に
、
言
語
や
指
導
方
法
を
そ
の
場
面
ご
と
に
選
択
し
な
が
ら
、
適
切
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
を
と
っ
て
授
業
の
実
施
を
は
じ
め
と
し
た
教
育
活
動
に
当
た
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う

な
教
育
職
員
の
専
門
性
や
職
務
の
特
徴
を
踏
ま
え
、
ま
た
、
教
育
職
員
が
超
勤
４
項
目
以
外
の
業
務
を
行
う
時

間
が
長
時
間
化
し
て
い
る
実
態
も
踏
ま
え
る
と
、
正
規
の
勤
務
時
間
外
に
こ
う
し
た
業
務
を
行
う
時
間
も
含
め

て
教
育
職
員
が
働
い
て
い
る
時
間
を
適
切
に
把
握
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

こ
の
た
め
、
教
育
職
員
が
学
校
教
育
活
動
に
関
す
る
業
務
を
行
っ
て
い
る
時
間
と
し
て
外
形
的
に
把
握
す
る

こ
と
が
で
き
る
時
間
を
当
該
教
育
職
員
の
「
在
校
等
時
間
」
と
し
、
服
務
監
督
教
育
委
員
会
が
管
理
す
べ
き
対

象
と
す
る
。

具
体
的
に
は
、
正
規
の
勤
務
時
間
外
に
お
い
て
超
勤
４
項
目
以
外
の
業
務
を
行
う
時
間
も
含
め
て
教
育
職
員

が
在
校
し
て
い
る
時
間
を
基
本
と
し
、
当
該
時
間
に
、
以
下
に
掲
げ
る
イ
及
び
ロ
の
時
間
を
加
え
、
ハ
及
び
ニ

の
時
間
を
除
い
た
時
間
を
在
校
等
時
間
と
す
る
。
た
だ
し
、
ハ
に
つ
い
て
は
、
当
該
教
育
職
員
の
申
告
に
基
づ

く
も
の
と
す
る
。

イ
校
外
に
お
い
て
職
務
と
し
て
行
う
研
修
へ
の
参
加
や
児
童
生
徒
等
の
引
率
等
の
職
務
に
従
事
し
て
い
る

11



5

時
間
と
し
て
服
務
監
督
教
育
委
員
会
が
外
形
的
に
把
握
す
る
時
間

ロ
各
地
方
公
共
団
体
が
定
め
る
方
法
に
よ
る
テ
レ
ワ
ー
ク
（
情
報
通
信
技
術
を
利
用
し
て
行
う
事
業
場
外

勤
務
）
等
の
時
間

ハ
正
規
の
勤
務
時
間
外
に
自
ら
の
判
断
に
基
づ
い
て
自
ら
の
力
量
を
高
め
る
た
め
に
行
う
自
己
研
鑽
の
時

間
そ
の
他
業
務
外
の
時
間

ニ
休
憩
時
間

⑵
上
限
時
間
の
原
則

服
務
監
督
教
育
委
員
会
は
、
そ
の
所
管
に
属
す
る
学
校
の
教
育
職
員
の
在
校
等
時
間
か
ら
所
定
の
勤
務
時
間

（
給
特
法
第
６
条
第
３
項
各
号
に
掲
げ
る
日
（
代
休
日
が
指
定
さ
れ
た
日
を
除
く
。
）
以
外
の
日
に
お
け
る
正

規
の
勤
務
時
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
除
い
た
時
間
を
、
以
下
に
掲
げ
る
時
間
の
上
限
の
範
囲
内
と
す
る

た
め
、
教
育
職
員
の
業
務
量
の
適
切
な
管
理
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

イ
１
日
の
在
校
等
時
間
か
ら
所
定
の
勤
務
時
間
を
除
い
た
時
間
の
１
箇
月
の
合
計
時
間
（
以
下
「
１
箇
月
時

間
外
在
校
等
時
間
」
と
い
う
。
）

4
5
時
間

ロ
１
日
の
在
校
等
時
間
か
ら
所
定
の
勤
務
時
間
を
除
い
た
時
間
の
１
年
間
の
合
計
時
間
（
以
下
「
１
年
間
時

間
外
在
校
等
時
間
」
と
い
う
。
）

3
6
0
時
間

⑶
児
童
生
徒
等
に
係
る
臨
時
的
な
特
別
の
事
情
が
あ
る
場
合
の
上
限
時
間

12
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児
童
生
徒
等
に
係
る
通
常
予
見
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
業
務
量
の
大
幅
な
増
加
等
に
伴
い
、
一
時
的
又
は
突

発
的
に
所
定
の
勤
務
時
間
外
に
業
務
を
行
わ
ざ
る
を
得
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
第
３
⑵
の
規
定
に
か
か
わ
ら

ず
、
教
育
職
員
の
在
校
等
時
間
か
ら
所
定
の
勤
務
時
間
を
除
い
た
時
間
を
、
以
下
に
掲
げ
る
時
間
及
び
月
数
の

上
限
の
範
囲
内
と
す
る
た
め
、
教
育
職
員
の
業
務
量
の
適
切
な
管
理
を
行
う
こ
と
と
す
る
。

イ
１
箇
月
時
間
外
在
校
等
時
間

1
0
0
時
間
未
満

ロ
１
年
間
時
間
外
在
校
等
時
間

7
2
0
時
間

ハ
１
年
の
う
ち
１
箇
月
時
間
外
在
校
等
時
間
が
4
5
時
間
を
超
え
る
月
数

６
月

ニ
連
続
す
る
２
箇
月
、
３
箇
月
、
４
箇
月
、
５
箇
月
及
び
６
箇
月
の
そ
れ
ぞ
れ
の
期
間
に
つ
い
て
、
各
月
の

１
箇
月
時
間
外
在
校
等
時
間
の
１
箇
月
当
た
り
の
平
均
時
間

8
0
時
間

第
４

服
務
監
督
教
育
委
員
会
が
講
ず
べ
き
措
置

服
務
監
督
教
育
委
員
会
は
以
下
の
措
置
を
講
ず
べ
き
も
の
と
す
る
。

⑴
本
指
針
を
参
考
に
し
な
が
ら
、
そ
の
所
管
に
属
す
る
学
校
の
教
育
職
員
の
在
校
等
時
間
の
上
限
等
に
関
す
る

方
針
（
以
下
「
上
限
方
針
」
と
い
う
。
）
を
教
育
委
員
会
規
則
等
に
お
い
て
定
め
る
こ
と
。

⑵
労
働
安
全
衛
生
法
（
昭
和
4
7
年
法
律
第
5
7
号
）
等
に
お
い
て
、
タ
イ
ム
カ
ー
ド
に
よ
る
記
録
、
電
子
計
算
機

の
使
用
時
間
の
記
録
等
の
客
観
的
な
方
法
そ
の
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
る
勤
務
時
間
の
把
握
が
事
業
者
の
義
務

と
し
て
明
確
化
さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
教
育
職
員
が
在
校
し
て
い
る
時
間
は
、
I
C
T
の
活
用
や
タ
イ
ム
カ
ー

13
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ド
等
に
よ
り
客
観
的
に
計
測
す
る
こ
と
。
ま
た
、
校
外
に
お
い
て
職
務
に
従
事
し
て
い
る
時
間
に
つ
い
て
も
、

で
き
る
限
り
客
観
的
な
方
法
に
よ
り
計
測
す
る
こ
と
。
ま
た
、
当
該
計
測
の
結
果
は
公
務
災
害
が
生
じ
た
場
合

等
に
お
い
て
重
要
な
記
録
と
な
る
こ
と
か
ら
、
公
文
書
と
し
て
そ
の
管
理
及
び
保
存
を
適
切
に
行
う
こ
と
。

⑶
休
憩
時
間
や
休
日
の
確
保
等
に
関
す
る
労
働
基
準
法
等
の
規
定
を
遵
守
す
る
こ
と
。

⑷
教
育
職
員
の
健
康
及
び
福
祉
を
確
保
す
る
た
め
、
以
下
の
事
項
に
留
意
す
る
こ
と
。

イ
在
校
等
時
間
が
一
定
時
間
を
超
え
た
教
育
職
員
に
医
師
に
よ
る
面
接
指
導
を
実
施
す
る
こ
と
。

ロ
終
業
か
ら
始
業
ま
で
に
一
定
時
間
以
上
の
継
続
し
た
休
息
時
間
を
確
保
す
る
こ
と
。

ハ
教
育
職
員
の
勤
務
状
況
及
び
そ
の
健
康
状
態
に
応
じ
て
、
健
康
診
断
を
実
施
す
る
こ
と
。

ニ
年
次
有
給
休
暇
に
つ
い
て
ま
と
ま
っ
た
日
数
連
続
し
て
取
得
す
る
こ
と
を
含
め
て
そ
の
取
得
を
促
進
す
る

こ
と
。

ホ
心
身
の
健
康
問
題
に
つ
い
て
の
相
談
窓
口
を
設
置
す
る
こ
と
。

ヘ
必
要
に
応
じ
て
、
産
業
医
等
に
よ
る
助
言
・
指
導
を
受
け
、
又
は
教
育
職
員
に
産
業
医
等
に
よ
る
保
健
指

導
を
受
け
さ
せ
る
こ
と
。

⑸
上
限
方
針
を
踏
ま
え
た
所
管
に
属
す
る
各
学
校
に
お
け
る
取
組
の
実
施
状
況
を
把
握
す
る
こ
と
。
ま
た
、
そ

の
状
況
を
踏
ま
え
、
在
校
等
時
間
の
長
時
間
化
を
防
ぐ
た
め
の
業
務
の
分
担
の
見
直
し
や
適
正
化
、
必
要
な
環

境
整
備
等
の
取
組
を
実
施
す
る
こ
と
。
特
に
、
教
育
職
員
の
在
校
等
時
間
が
上
限
方
針
で
定
め
る
上
限
時
間
の

14
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範
囲
を
超
え
た
場
合
に
は
、
所
管
に
属
す
る
各
学
校
に
お
け
る
業
務
や
環
境
整
備
等
の
状
況
に
つ
い
て
事
後
的

に
検
証
を
行
う
こ
と
。

⑹
上
限
方
針
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
人
事
委
員
会
（
人
事
委
員
会
を
置
か
な
い
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て

は
、
地
方
公
共
団
体
の
長
。
以
下
同
じ
。
）
と
当
該
上
限
方
針
に
つ
い
て
認
識
を
共
有
し
、
専
門
的
な
助
言
を

求
め
る
な
ど
連
携
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
教
育
職
員
の
業
務
量
の
適
切
な
管
理
そ
の
他
教
育
職
員
の
健
康
及
び

福
祉
を
図
る
た
め
に
講
ず
べ
き
措
置
に
関
し
、
人
事
委
員
会
の
求
め
に
応
じ
て
実
施
状
況
等
に
つ
い
て
報
告
を

行
い
、
専
門
的
な
助
言
を
求
め
る
な
ど
連
携
を
図
る
こ
と
。

⑺
上
限
方
針
の
内
容
に
つ
い
て
、
保
護
者
及
び
地
域
住
民
そ
の
他
の
関
係
者
の
理
解
が
得
ら
れ
る
よ
う
、
そ
れ

ら
の
者
に
対
し
て
広
く
上
限
方
針
の
周
知
を
図
る
こ
と
。

第
５

留
意
事
項

⑴
上
限
時
間
に
つ
い
て

校
長
等
の
学
校
の
管
理
職
及
び
教
育
職
員
並
び
に
教
育
委
員
会
等
の
関
係
者
は
、
本
指
針
及
び
上
限
方
針
が

、
教
育
職
員
が
上
限
時
間
ま
で
業
務
を
行
う
こ
と
を
推
奨
す
る
も
の
と
解
し
て
は
な
ら
ず
、
ま
た
、
学
校
に
お

け
る
働
き
方
改
革
の
総
合
的
な
方
策
の
一
環
と
し
て
策
定
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
在
校
等
時
間
の
長
時
間
化
を

防
ぐ
た
め
の
他
の
取
組
と
併
せ
て
取
り
組
ま
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
こ
と
に
十
分
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
決
し
て
、
在
校
等
時
間
の
長
時
間
化
を
防
ぐ
た
め
の
取
組
を
講
ず
る
こ
と
な
く
、
学
校
や
教
育
職
員
に
対
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し
、
上
限
時
間
を
遵
守
す
る
こ
と
を
求
め
る
の
み
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。

⑵
虚
偽
の
記
録
等
に
つ
い
て

教
育
職
員
の
在
校
等
時
間
に
つ
い
て
形
式
的
に
上
限
時
間
の
範
囲
内
と
す
る
こ
と
が
目
的
化
し
、
授
業
な
ど

教
育
課
程
内
の
学
校
教
育
活
動
で
あ
っ
て
真
に
必
要
な
活
動
で
あ
る
も
の
を
お
ろ
そ
か
に
す
る
こ
と
や
、
実
際

の
時
間
よ
り
短
い
虚
偽
の
時
間
を
記
録
し
、
又
は
記
録
さ
せ
る
こ
と
が
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。

⑶
持
ち
帰
り
業
務
に
つ
い
て

本
来
、
業
務
の
持
ち
帰
り
は
行
わ
な
い
こ
と
が
原
則
で
あ
り
、
上
限
時
間
を
遵
守
す
る
こ
と
の
み
を
目
的
と

し
て
自
宅
等
に
持
ち
帰
っ
て
業
務
を
行
う
時
間
が
増
加
す
る
こ
と
は
、
厳
に
避
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
仮
に

業
務
の
持
ち
帰
り
が
行
わ
れ
て
い
る
実
態
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
実
態
把
握
に
努
め
る
と
と
も
に
、
業
務
の

持
ち
帰
り
の
縮
減
に
向
け
た
取
組
を
進
め
る
も
の
と
す
る
。

⑷
都
道
府
県
等
が
講
ず
べ
き
措
置
に
つ
い
て

都
道
府
県
及
び
指
定
都
市
に
お
い
て
は
、
給
特
法
第
７
条
第
１
項
の
規
定
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
服
務
監
督
教

育
委
員
会
が
定
め
る
上
限
方
針
の
実
効
性
を
高
め
る
た
め
、
条
例
等
の
整
備
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る

も
の
と
す
る
。

⑸
文
部
科
学
省
の
取
組
に
つ
い
て

文
部
科
学
省
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
そ
の
他
の
取
組
を
進
め
る
こ
と
と
す
る
。
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0

イ
学
校
に
お
け
る
業
務
の
縮
減
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
を
進
め
る
上
で
前
提

と
な
る
学
校
の
指
導
及
び
事
務
の
体
制
の
効
果
的
な
強
化
及
び
充
実
を
図
る
た
め
の
教
育
条
件
の
整
備
を
進

め
る
こ
と
。

ロ
本
指
針
や
服
務
監
督
教
育
委
員
会
が
定
め
る
上
限
方
針
の
内
容
に
つ
い
て
、
教
育
関
係
者
、
保
護
者
及
び

地
域
住
民
等
の
理
解
が
得
ら
れ
る
よ
う
、
そ
れ
ら
の
者
に
対
し
て
広
く
周
知
を
図
る
こ
と
。

ハ
文
部
科
学
省
が
行
う
既
存
の
調
査
等
を
活
用
し
つ
つ
、
適
宜
、
各
都
道
府
県
及
び
指
定
都
市
に
お
け
る
第

５
⑷
の
条
例
等
の
制
定
状
況
や
、
各
服
務
監
督
教
育
委
員
会
の
取
組
の
状
況
を
把
握
し
、
公
表
す
る
こ
と
。

附
則

こ
の
告
示
は
、
令
和
２
年
４
月
１
日
か
ら
適
用
す
る
。
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給特法改正に関する主な国会答弁 

 

＜今般の給特法改正全般について＞ 

１ 今般の給特法改正の

趣旨・目的について 

「我が国の学校教育は、これまで大きな蓄積と高い成果を上げてきま

したが、文部科学省が実施した教員の勤務実態調査によれば、極めて

厳しい長時間勤務の実態が明らかになっています。志ある教師が、疲

労や心理的負担を過度に蓄積して心身の健康を損ない、ついには過労

死等に至ってしまうような事態は決して起こしてはならないと考えて

おります。また、その勤務環境から、意欲と能力のある人材が教師を

志さなくなり、我が国の教育水準が低下することは、子供たちにとっ

ても我が国や社会にとってもあってはならないと思います。 

 その上で、教師のこれまでの働き方を見直し、教師が日々の生活の

質や教職人生を豊かにすることでみずからの人間性や創造性を高め、

子供たちに対して更に効果的な教育活動を行うことができるよう、学

校における働き方改革に必要な取組を総合的に進めているものです。 

 本法律案は、その一環として、本年一月の中教審答申も踏まえ、上

限ガイドラインを法的根拠のある指針へ格上げすること、休日のまと

めどりの推進のため、一年単位の変形労働時間制を地方公共団体の判

断により条例で選択的に導入できるようにするものであります。」（令

和元年 11月 13 日 衆・文部科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

２ 今般の給特法改正の

周知、実効性の確保に

ついて 

「本法律案の実効性を高めるためには、各地方公共団体と思いを共有

し、条例や規則などが本法律案の趣旨や目的に沿ったものとなること

が必要不可欠であると考えており、私たち文科省としては、全国の都

道府県、政令市の教育長に向けて、今回の法改正の趣旨や働き方改革

の推進について私自らが直接説明する機会を設けることを検討すると

ともに、全国の知事会、全国市長会、全国町村会、また全国議長会や

市町村の議長会の皆さんにも、これは条例や規則を作ってもらわなく

てはなりませんので、しっかりと協力依頼をしていきたいと思ってい

ます。 

 各都道府県の校長に対する文科省職員の説明の機会も、今御提案の

とおり、ブロックごとにやらせていただきたいと思っておりますし、

今回の法改正案の趣旨を分かりやすく解説した動画の作成などによ

り、今回の改正の趣旨や意義の周知徹底を図ってまいりたいと考えて

おります。」（令和元年 12月 3 日 参・文教科学委員会 萩生田文部科

学大臣） 

 

＜第７条に規定する「指針」（上限時間関係）について＞ 

１ 「指針」に格上げする

ことの趣旨、その実効

性の担保について 

「本年一月に策定した公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイ

ドラインは、あくまで指導、助言として各教育委員会に対して通知を

しているものにすぎないため、その実効性を高める観点から今回指針

に格上げをし、その根拠を法令上位置付けることとしております。 

 具体的には、改正案の七条第一項において、文部科学大臣は、教育

職員の健康及び福祉の確保を図ることによる学校教育の水準の維持向

上のために、教育職員が正規の勤務時間及びそれ以外の時間において

行う業務の量を適切に管理するなど、服務監督権者である教育委員会

が講ずべき措置について指針を定めると規定をしております。 

 このように、今回の改正案では、教育職員の健康及び福祉の確保を

図るために服務監督権者たる教育委員会は一定の措置を講ずる責務を

有することを前提に、その責務を果たすために必要な事項を指針とし

て定めるという文部科学大臣の役割が明確に求められております。 
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 このような服務監督権者である教育委員会として責務を果たす観点

から、本指針を参考にして各地方公共団体において所管の公立学校の

教師の勤務時間の上限に関する方針等を教育委員会規則等として作成

し、条例等で根拠付けることが重要であると考えております。このた

め、文部科学省において条例モデル案を作成し、各地方公共団体にお

示しの上、条例や規則等の制定を促し、その状況を積極的に発信する

こととしております。 

 なお、本法律案の実効性を高めるためには、各地方公共団体におい

て制定することとなる条例や規則等が本法律案の趣旨や目的に沿った

ものとなることが必要不可欠であると考えており、文部科学省として

も、同じ思いを共有して条例等の制定に取り組んでいただけるよう、

全国の教育長や首長、地方関係団体等が集まる会議など様々な場を活

用して、今回の改正の趣旨や意義の周知徹底を図ってまいりたいと考

えております。」（令和元年 11 月 26 日 参・文教科学委員会 萩生田

文部科学大臣） 

２ 「指針」の前提となる

客観的な勤務時間管

理の必要性について 

「勤務時間管理は、従来より、労働法制上、教育委員会や学校の責務

とされていましたが、働き方改革推進法による労働安全衛生法等の改

正により、タイムカードなどの客観的な方法などによる勤務時間の状

況の把握が公立学校を含む事業者の義務として法令上明確化されまし

た。 

 文部科学省としても、従来より勤務時間管理の徹底を呼びかけてき

たところですが、本年一月に策定をした公立学校の教師の勤務時間の

上限に関するガイドラインにおいても、在校時間はＩＣＴの活用やタ

イムカードなどにより客観的に計測し、校外の時間も本人の報告等を

踏まえてできる限り客観的な方法により計測することとしており、今

回の改正により策定することとしている指針においても同様の内容を

示すことを想定をいたしております。 

 本年実施をしました教育委員会における学校の働き方改革のための

取組状況調査においても、勤務時間管理の状況を調査し、今後、客観

的な方法により在校等時間の把握をしていない教育委員会名を公表す

るなど、取組状況を都道府県、市町村別に公表することとしておりま

す。 

 また、今後、教師はもとより、児童生徒もＩＣＴを十分活用するこ

とのできるハードウエア、ネットワーク等の環境整備を達成するため、

統合型校務支援システムの導入や一人一台を視野に入れた整備にしっ

かりと取り組んでまいります。 

 このＩＣＴ環境の整備はもちろんですが、来年度の教職員加配の配

分やスクールサポートスタッフ等の外部人材の補助金交付に際して

は、配置校における客観的な方法による在校等時間の把握が前提条件

であることを明確化することにより、文部科学省としては、来年度当

初から全国全ての学校において客観的な方法により勤務時間把握が行

われるよう、政策を総動員して取り組んでまいりたいと考えておりま

す。」（令和元年 12月 3 日 参・文教科学委員会 丸山文部科学省初等

中等教育局長） 

 

「業務改善の基礎となる客観的な方法による在校等時間の把握につい

ては、本年実施した教育委員会における学校の働き方改革のための取

組状況調査において、勤務時間管理の状況を調査し、今後、客観的な

方法により在校等時間の把握をしていない教育委員会の名前の公表、

また、ＩＣＴ環境の整備はもちろんのこと、来年度の教職員の加配の
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配分や外部人材の補助金交付に際して、設置校における客観的な方法

による在校等時間の把握が前提条件であることを明確化することによ

って、文部科学省としては、来年度当初から全国全ての学校において

客観的な方法による勤務時間把握が行われるように、政策を総動員し

て取り組んでまいりたいと思っております。」（令和元年 12 月 3 日 

参・文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

３ 持ち帰り業務につい

て 

「いわゆる持ち帰りの時間につきましては、外形的な把握が困難と考

えられることから、上限ガイドラインにおける在宅等時間には含まれ

ないこととしております。ただし、自宅等で行う業務であっても、各

地方公共団体で定める方法によるテレワーク等によるものについては

在校等時間に含まれます。 

 教育委員会と校務をつかさどる校長は、教師が上限の目安時間を守

るためだけに自宅等に持ち帰って業務を行う時間が増加することのな

いように、児童生徒等の資質、能力を育む上で、限られた時間の中で

どの教育活動を優先するかを見定め、それを踏まえた適切な業務量の

設定と校務分掌の分担を図るとともに、このようなガイドラインの趣

旨や学校における働き方改革の考え方を校内において十分に共有する

といった管理運営に係る責任を果たすことが求められているところで

す。 

 したがって、上限ガイドラインの留意事項において、上限の目安時

間を守るためだけに自宅等に持ち帰って業務を行う時間が増加してし

まうことは本ガイドラインそのものの趣旨に反するものと明記してお

り、こうした考え方は、今回の改正案により定める指針でも同様の内

容を示してまいりたいと思っております。」（令和元年 12 月 3 日 参・

文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

 

「二十八年度に行った教務実態調査や教職員団体が実施した調査にお

いても教師が持ち帰り業務を行っている実態は明らかになっており、

承知をしております。 

 このため、文科省としても、業務改善取組状況調査や三年後の教員

勤務実態調査において教師の持ち帰り業務の実態把握に努めた上で、

その業務を確実に縮減し、服務監督権者である教育委員会や校長の管

理運営上の責任が果たされるよう指導してまいりたいと考えておりま

す。」（令和元年 12 月 3 日 参・文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

４ 公務災害認定との関

係について 

「在校等時間の記録は公務災害の判定資料にもなり得るため、その記

録は適切に保存すべきものであると考えており、その旨は今後作りま

す指針の中でもしっかり示していきたいと思っております。 

 また、この記録は基本的には行政文書に該当するものと考えられ、

地方公共団体の行政文書の定義や保存年限については各地方公共団体

の公文書管理に関する条例等において適切に規定されるものと認識さ

れておりますが、御指摘を踏まえ、一定期間の保存がなされるように

指導をしてまいりたいと思います。 

 今後とも、在校等時間の記録の扱いについて適切な運用がなされる

よう、教育委員会や学校に周知を図ってまいります。」（令和元年 11 月

26 日 参・文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

５ 「指針」と給特法の仕

組みとの関係につい

て 

「労働基準法上の労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている

時間とされています。 

 一方、教師に関しては、校務であったとしても、使用者からの指示

に基づかず所定の勤務時間外にいわゆる超勤四項目に該当するもの以

外の業務を教師が行った時間は、基本的には労働基準法上の労働時間
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には該当しません。しかしながら、超勤四項目以外であっても校務と

して行うものについては、超過勤務命令に基づくものではないものの、

学校教育に必要な業務として働いていることには変わりはなく、教師

の長時間勤務の改善は喫緊の課題となっております。 

 そのため、文部科学省としては、公立学校の教師の勤務時間の上限

に関するガイドラインを策定し、超勤四項目以外の業務を行う時間を

含めて在校等時間として定め、これを勤務時間管理の対象とすること

を明確にした上でその上限の目安時間を示したところであり、指針に

おいても同様の内容を示すことを予定をしております。」（令和元年 11

月 26 日 参・文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

６ 「指針」に定める上限

時間まで勤務するこ

とについて 

「本年一月に公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン

を策定し、超勤四項目以外の業務を行う時間も含めて在校等時間とし

て勤務時間管理の対象とすることを明確にした上で、その上限の目安

時間を示すこととしたところです。 

 その際、このガイドラインにおいては、上限の目安時間まで教師が

業務を行うことを奨励する趣旨に受け取られてはならないということ

を明確にしており、このガイドラインを契機として、あらゆる手段を

講じて学校や教師の業務の適正化を図っていくことが重要であると考

えており、この点は、今般の改正により策定をすることとしている指

針においても同様でございます。」（令和元年 11 月 15 日 衆・文部科

学委員会 萩生田文部科学大臣） 

７ 上限時間を超えてい

る場合の責任につい

て 

「指針を踏まえ、在校等時間が上限の目安時間を超えている場合には、

学校の管理運営に係る責任を有する校長や教育委員会は業務削減等の

取組を積極的に果たす必要があり、業務削減等に向けた努力を行わな

いまま、引き続き在校等時間が上限の目安を大幅に超えるような場合

には、校長、教育委員会はこうした学校の管理運営に係る責任を果た

しているとは言えないと考えられます。 

 一義的には教職員の服務監督権を有する各教育委員会において適切

な対応を行うものと認識しておりますが、仮に服務監督権者である市

町村教育委員会の対応が適切でなければ都道府県教育委員会が指導、

助言を行うことも考えられます。また、仮に不適切な事案があった場

合には、地方公務員法において人事委員会や公平委員会は職員の苦情

を処理することとされていること、人事委員会又は公平委員会に対し

ていわゆる措置要求が認められていることに基づき、人事委員会や公

平委員会が対応することも考えられます。その上でなお不適切な状況

が続くのであれば、管理運営の状況によって文部科学省としても必要

に応じて指導を行ってまいりたいと思います。（令和元年 12 月 3 日 

参・文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

 

＜休日のまとめ取りのための一年単位の変形労働時間制の活用について＞ 

１ 本制度の目的・趣旨に

ついて 

「一年単位の変形労働時間制についてお尋ねがありました。 

 本制度は、これを単に導入すること自体が勤務時間を縮減するもの

とは考えておらず、その導入に当たっては、学期中、長期休業期間中

の業務量を確実に削減することが重要であり、他の施策と相まって学

校における働き方改革を進めるための一つの選択肢になり得る仕組み

であると考えています。 

 その上で、本制度により一定期間のまとまった休日を確保すること

で、教師の自己研さんやリフレッシュの時間を確保することで子供た

ちに対して効果的な教育を行うことに資するとともに、教職の魅力向

上につながることにより、意欲と能力のある人材が教師を目指すこと

21



5 
 

を後押しすることになる等を通じ、教育の質の向上につながると考え

ております。」（令和元年 11 月 22 日 参・本会議 萩生田文部科学大

臣） 

２ 地方公務員のうち教

育職員のみに本制度

を導入する理由につ

いて 

「教師の業務については、他の地方公務員と異なり学校には法令に基

づき児童生徒の長期休業期間があるため、年間を通じた業務の繁閑が

見込まれ、実態としても学期中と長期休業中とでは勤務する時間につ

いて違いがあることが明らかになっております。 

 そのため、まず教師の業務の縮減を徹底的に図った上で、比較的業

務が穏やかになる長期休業期間を活用し、勤務時間を柔軟に設定する

ことによって休日を確実に確保することは、教育の質の向上の観点か

らも重要な一つの選択肢だと思っております。」（令和元年 11 月 26 日 

参・文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

３ 本制度を活用する場

合に、労使協定の締結

を条件にすべきでは

ないかということに

ついて 

「一年単位の変形労働時間制の条例の導入についてお尋ねであります

が、地方公務員の勤務条件は、地方自治の原則に基づき住民の同意が

必要であり、議会が団体意思として制定する条例によって決定するこ

ととされています。 

 公立学校の教師も地方公務員であり、休日のまとめ取りの推進のた

めの一年単位の変形労働時間制は勤務条件に関する制度であることか

ら、勤務条件条例主義にのっとり、労使協定ではなく条例により導入

することが必要であると考えております。 

 地方公務員法においては、職員の勤務条件に関する事項は職員団体

との交渉事項であり、法令等に抵触しない限りにおいて書面による協

定を結ぶことができる旨が規定されております。本制度の導入につい

てもこの勤務条件に該当することから、導入に当たっては、各地方公

共団体において、職員団体との交渉を踏まえつつ検討されるものと考

えています。 

 また、具体的に今回の制度を活用する対象者を決めるに当たって、

校長がそれぞれの教師と対話をし、その事情などをよく酌み取ること

が求められております。各地方公共団体において条例等の制定に取り

組んでいただく際には、このようなプロセスを通じて、働く教師の意

思が反映されなければ職場の環境は変わりません。 

 したがって、教育委員会、校長と現場の教師とが共通認識を持って

制度を活用していただく必要があると考えており、施行通知等でその

旨を周知するとともに、各地方公共団体で同じ思いを共有して取り組

んでいただけるよう、全国の教育長や首長、地方関係団体などが集ま

る会議など様々な場を活用して、今回の法改正の趣旨や意義の周知徹

底を図ってまいりたいと考えております。」（令和元年 11月 22 日 参・

本会議 萩生田文部科学大臣） 

４ 本制度に対する様々

な懸念の払拭につい

て 

「一年単位の変形労働時間制においては、さまざまな労働日や労働時

間の定め方がありますが、公立学校の教師については、具体的に、改

正法が成立した場合に、新たに制定することとなる文部科学省令や指

針において本制度を活用する場合の要件等を規定することで、一年単

位の勤務時間の積み上げによる休日のまとめどりという中央教育審議

会の答申の趣旨を踏まえた運用が、各教育委員会、学校においてなさ

れることが担保される制度とすることといたしております。 

 具体的には、文部科学省令において、本制度に関する労働基準法施

行規則の内容について労使協定で定めることとされている箇所につい

て、条例で定めることとするほか、基本的には同等の内容を規定する

ことを想定しておりますけれども、これに加えて、公立学校での休日

のまとめどりのために本制度を活用する場合に、指針に従うべき旨を
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規定するということを考えております。 

 具体には、この指針におきましては、導入に当たっては、指針の上

限時間や部活動ガイドラインの休養日や活動時間を遵守すること、終

業から始業までに一定時間以上の休息時間を確保すること、勤務時間

の配分に当たっては、勤務時間の短縮ではなく休日のまとめどりを行

うこと、所定の勤務時間の延長は、長期休業期間中などの業務量の縮

減によって確実に確保できる休日の日数を考慮して、年度当初や学校

行事等で業務量が特に多い時期に限ること、所定の勤務時間を通常よ

り延長した日に延長を理由とした新たな業務の付加はせず、延長した

としても在校等時間が増加しないようにすること、また、画一的に導

入するのではなく、育児や介護を行う者などの個々の事情に応じて適

用することを踏まえ、職員会議や研修等については通常の所定の勤務

時間内で行うことなどを規定することとしております。」（令和元年 11

月 13 日 衆・文部科学委員会 丸山初等中等教育局長） 

 

「夏休み等における休日のまとめ取りのための一年単位の変形労働時

間の活用については、この今回の国会審議においても、導入によりか

えって勤務時間が増加するのではないか、また、夏休みにも業務が多

くあるため休めないのではないか、教師側の意見が反映されないまま

導入されるのではないかといった不安や懸念の御指摘をいただきまし

た。 

 そのため、文部科学省として、これらの不安や懸念を払拭し、夏休

み等における休日のまとめ取りという今回の改正案の趣旨を踏まえた

運用が学校において確実に行われるような制度や枠組みを御説明して

きたところであります。 

 同時に、これらの不安や懸念の背景には、現在の教師の長時間勤務

の厳しい実態があると考えております。これらについては、この休日

のまとめ取りとは別に、在校等時間の上限の設定、客観的な勤務時間

管理の徹底、業務の縮減、教育条件の整備、各地方公共団体の取組状

況の可視化による改革サイクルの展開など、教師が教師でなければで

きないことに全力投球できるための環境の整備を徹底して行ってまい

りたいと考えております。」（令和元年 12月 3日 参・文教科学委員会 

丸山初等中等教育局長） 

５ 本制度の活用による

勤務時間の増加への

懸念について 

「休日のまとめ取りのための一年単位の変形労働時間制の活用につい

ては、本年一月の中教審答申においても一年単位の変形労働時間制を

導入することで学期中の勤務が現在よりも更に長時間化しては本末転

倒であることが指摘されており、導入に当たっては、まず業務の削減

を前提とする必要があると考えています。そのため、御指摘のとおり、

上限ガイドラインが遵守されていることが一年単位の変形労働時間の

活用による休日のまとめ取り導入の要件であります。 

 具体的には、法改正が成立した場合に新たに制定することとなる文

部科学省令や指針において導入に当たっては指針の上限時間や部活動

ガイドラインの休養日や活動時間を遵守することを明記することで、

各教育委員会や学校において中教審答申の趣旨を踏まえた運用がなさ

れることが担保される制度とすることとしております。」（令和元年 11

月 26 日 参・文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

６ 夏休み期間中の業務

量を踏まえた本制度

の活用について 

「夏休みの期間における教師の業務については、今回の休日のまとめ

取りを学校現場に導入する前提として夏季休業期間中の業務の縮減が

必要であると考えており、文部科学省としては、学校閉庁日の制定な

どを促すとともに、研修の整理、精選、部活動の適正化、高温時のプ
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ール指導などの見直しなど、長期休業期間中の業務の見直しを求める

通知を本年六月に発出したところであります。部活動の大会の日程を

含めた在り方の見直しに関する関係団体への働きかけや、独立行政法

人教職員支援機構の夏季休業期間中の研修日程の見直しを図ること等

により、長期休業期間中の業務の縮減と、それによる教師の休日のま

とめ取りを後押ししてまいりたいと思います。 

 実際に、夏季休業期間中における学校閉庁日の取組は広がりつつあ

るとともに、一部の地方公共団体においては部活動の大会の見直しも

進められております。また、教職員支援機構においても、来年は八月

八日から十六日の九日間は研修を実施しない予定としておるところで

す。」（令和元年 12 月 3 日 参・文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

７ 週休日の振替や年次

有給休暇等での対応

について 

「教師の自己研さんやリフレッシュの時間を確保することで子供たち

に対して効果的な教育が行うことができることに資するとともに、教

職の魅力向上につながることにより、意欲と能力のある人材が教師を

目指すことを後押しすることになるものと考えており、一定期間のま

とまった休日の確保の取組は重要です。 

 現在でも、実際に休日の確保のために週休日の振替や年次有給休暇

の取得によって長時間の学校閉庁日を実施している自治体の例もあ

り、これらも重要な方法であると考えております。 

 しかし、現行制度上、週休日の振替は一般的には一日単位又は半日

単位で行われ、一時間単位での割り振りはできません。また、年次有

給休暇は特に初任者や臨時的任用の教師では日数も限られており、取

得に当たって教師の側から意思表示をしなくてはなりません。このた

め、一時間単位で勤務時間を積み上げ休日のまとめ取りを行い得る選

択肢を増やすために、地方公務員のうち教師については条例等に基づ

き一年単位の変形労働時間制を活用できるよう、法制度上措置すべき

と考えております。 

 今回の法改正は、一定期間のまとまった休日の確保を更に後押しす

るためのものでありますが、一年単位の変形労働時間制の活用による

休日のまとめ取りについては、あくまでも選択肢を広げることが目的

であり、これ以外の方法も含めて各自治体の判断と選択により、休日

のまとめ取りを推進していただきたいと考えております。」（令和元年

12 月 3 日 参・文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

８ 厚生労働省の通知に

よる「恒常的な時間外

労働はないことを前

提とした制度」である

ことについて 

「平成六年に一年単位の変形労働時間制が導入された際の労働省の通

知においては、突発的なものを除き、恒常的な時間外労働はないこと

を前提とした制度であることとされています。これは、一年単位の変

形労働時間制は、あらかじめ見込んだ業務の繁閑に合わせて労働時間

を配分するものであり、あらかじめ予想される繁忙による対応等は本

制度による労働時間の配分で対応することを前提とする制度の趣旨を

述べたものと承知しています。その上で、この一年単位の変形労働時

間制を導入する場合でも、労働基準法の規定により、時間外労働があ

るものとしております。 

 公立学校においては、まず業務の削減を徹底した上で、学校行事等

に伴いあらかじめ予想される時間外勤務について、一年単位の変形労

働時間制の活用により勤務時間を延長し、それを一時間単位で積み上

げて長期休業期間中に休日のまとめ取りを行うこととしており、あら

かじめ予想される恒常的な時間外労働はないことを前提とする制度の

趣旨に合致しています。 

 他方、休日のまとめ取りを導入しても時間外勤務が生じることはあ

り得るものですが、今回新たに策定する指針における在校等時間の上
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限を踏まえ、業務の削減を徹底的に進めてまいりたいと思います。」（令

和元年 11月 26 日 参・文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

９ 都道府県・市町村にお

ける条例・規則の制定

等の具体的な手続き

や段取りについて 

「本制度の活用に当たっての手続や段取りとしては、公立小中学校の

場合、まず各学校で検討の上、市町村教育委員会と相談し、市町村教

育委員会の意向を踏まえた都道府県教育委員会が改正後の給特法や文

部科学省令、指針などを踏まえて条例案を作成し、都道府県議会で成

立の上、この条例に従って、学校の意向を踏まえ、市町村教育委員会

が導入する学校や具体的な導入の仕方を決定することとなると考えて

おります。」（令和元年 12月 3 日 参・文教科学委員会 萩生田文部科

学大臣） 

 

「本制度の活用に当たっての具体の手続、段取りについてということ

でございますが、公立小中学校の場合、まず、各学校で検討の上、市

町村教育委員会と相談をし、市町村教育委員会の意向を踏まえた都道

府県教育委員会が、改正後の給特法や文部科学省令、指針などを踏ま

えて条例案を作成し、都道府県議会で成立の上、この条例に従って、

学校の意向を踏まえ、市町村教育委員会が、導入する学校や具体の導

入の仕方、これは勤務時間の配分や対象になる教職員ということでご

ざいますが、それを決定することとなるというふうに考えております。 

 各学校での検討におきましては、校長が自校の業務改善状況や年間

スケジュールを踏まえた上で、学校閉庁日を何日程度設けることがで

きるのか、設ける場合の手法として一年単位の変形労働時間制を活用

すべきかなどについて判断の上、教育委員会と相談をするということ

になると思います。 

 また、具体的に今回の制度を活用する対象者を決めるに当たっては、

校長がそれぞれの教師と対話をし、その事情などをよく酌み取るとい

うことが求められております。 

 このように、休日のまとめどりのための一年単位の変形労働時間制

の導入に当たっては、各学校ごとに異なる年間スケジュールを踏まえ、

育児や介護を行う者など個々の事情に応じて適用する、そういった必

要があるため、各学校の意向を踏まえずに都道府県の条例で一律に強

制することはできないものというふうに考えております。 

 各地方公共団体において条例の制定等に取り組んでいただく際に

は、適切なプロセスを通じて働く教師の意思が反映されなければ職場

の環境は変わりません。したがって、当然のことながら、しっかり話

合いをしていただき、教育委員会、校長と現場の教師等が共通認識を

持って制度を活用していただく必要があると考えており、施行の通知

等でその旨を周知するとともに、各地方公共団体で同じ思いを共有し

て取り組んでいただけるように、全国の教育長や首長、地方公共団体、

関係者が集まる会議等々さまざまな場を活用して今回の法改正の趣旨

や意義の周知徹底をしっかりと図っていきたいというふうに考えてお

ります。」（令和元年 11 月 15 日 衆・文部科学委員会 丸山初等中等

教育局長） 

１０ 本制度の趣旨に沿っ

た運用がなされてい

ることの確認につい

て 

「休日のまとめ取りのための一年単位の変形労働時間制の活用につい

ては、その検討や決定において、改正後の給特法や文部科学省令、指

針などを踏まえ、これらに適合する運用をしなければならないのは当

然であり、まずは服務監督権者である教育委員会や校長において適切

な運用がなされる必要があります。 

 その上で、委員御指摘のとおり、これらが適切に運用されているか

どうかと、そういったことについては、人事委員会が置かれる市にあ
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っては当該人事委員会、それ以外の市町村においては首長が具体の運

用をチェックすることとなります。また、条例に沿った運用について、

都道府県の人事委員会においても必要に応じ適切な対応を行うよう、

総務省とも連携を図りながら、文部科学省としても要請することとい

たしております。 

 また、地方公務員法に基づいて、人事委員会や公平委員会は職員の

苦情を処理をするということとされていることから、公立学校の教師

の場合も一年単位の変形労働時間制に関する苦情等について人事委員

会や公平委員会に対して相談をすることが考えられます。地方公務員

法第四十六条の規定により、「職員は、給与、勤務時間その他の勤務条

件に関し、人事委員会又は公平委員会に対して、地方公共団体の当局

により適当な措置が執られるべきことを要求することができる。」とし

ていわゆる措置要求が認められているため、一年単位の変形労働時間

制に関して人事委員会又は公平委員会に措置要求を行うことも可能で

あります。 

 このような仕組みを通じて、今回の法改正の趣旨に沿った休日のま

とめ取りのための一年単位の変形労働時間制の導入とその運用がなさ

れるものと認識をしておりますが、文科省としても、必要に応じてし

っかりと指導を行ってまいりたいというふうに考えております。」（令

和元年 11月 26 日 参・文教科学委員会 丸山初等中等教育局長） 

１１ 本制度の要件を満た

さなくなった場合に

ついて 

「法改正が成立した場合に新たに制定することとなる指針において、

一年単位の変形労働時間制を活用するに当たっては、指針の上限時間

を遵守すること等を規定することとしております。 

 このため、年度途中等に指針に示す要件が明らかに遵守できない状

況が生じた場合には、まずは各教育委員会等において遵守に向けて是

正されるべきであると考えておりますが、それでもなお要件が遵守で

きないとなった場合には、服務監督権者である教育委員会において、

休日のまとめ取りのための一年単位の変形労働時間制の活用の指定を

取りやめることとなると考えております。 

 ただし、例えば、一学期に所定の勤務時間を延長していた場合であ

って一学期中に要件の遵守が困難であることが明らかになったときに

は、既に所定の勤務時間を延長した分については夏休み等の長期休業

期間中に休日のまとめ取りを確実に実施した上で、一年単位の変形労

働時間制の活用の指定を取りやめるようにしてもらいたいと考えてお

ります。」（令和元年 12月 3 日 参・文教科学委員会 萩生田文部科学

大臣） 

 

＜今後の給特法の在り方等について＞ 

１ 給特法の今後の見直

しについて 

「給特法の仕組みが、中央教育審議会で指摘されたとおり、学校にお

いて勤務時間管理の必要性の認識を希薄化させ、学校における長時間

勤務の歯止めにもならなかったのは事実だと思います。また、客観的

に見て使用者の黙示的な指示により労働者が業務を行っていると認め

られれば労働時間に該当するという労働基準法の考え方と比較した場

合、校長の時間外勤務命令は超過四項目以外の業務については出せな

い仕組みになっているため、所定の勤務時間後に採点や生徒への進路

指導などを行った時間が勤務時間に該当しないという給特法の仕組み

は、労働基準法の考え方とはずれがあると認識されていることも御指

摘のとおりだと思います。 

 したがって、中央教育審議会答申で指摘されているように、給特法

などの教師の処遇を定める法制的な枠組みについては見直しを行わな
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ければなりませんが、看過できない現在の学校の厳しい長時間勤務を

踏まえると、その是正も同時並行で強力に進めなくてはなりません。

そのため、今回の法改正案においては、言わば応急処置として勤務時

間かどうかを超え校務に従事している時間を在校等時間として位置付

け、まずはこれを月四十五時間、年三百六十時間という上限をターゲ

ットに縮減する仕組みを御提案させていただいております。 

 もちろん、月四十五時間、年三百六十時間まで勤務することを奨励

するものでは毛頭ありません。文部科学省、教育委員会、管理職、教

師、そして保護者といった関係者の認識を共有し、それぞれの権限と

責任を十二分に果たすことにより、客観的な勤務時間管理を徹底し、

長時間勤務の是正を図り、時間外勤務が極力ない働き方の実現のため

に、業務の縮減を行ってその成果を出すことが必要であると考えてお

ります。 

しかし、当然のことですが、今回の法改正で働き方改革は終わりで

はなく、むしろ始まりであります。この応急処置の実効性を高めつつ、

これから省内でも検討チームを設けて、しっかり教師にふさわしい処

遇の在り方の検討を重ね、三年後に実施される教師の勤務実態状況調

査を踏まえて、給特法などの法制的な枠組みについて根本から見直し

をします。その際、現在の給特法が昭和四十六年の制定当初に想定さ

れたとおりには機能していないことや、労働基準法の考え方とのずれ

があるとの認識は見直しの基本となる課題であると受け止めており、

これらの課題を整理できる見直しをしてまいります。」（令和元年 12 月

3 日 参・文教科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

２ 見直しの方向性につ

いて 

「給特法などの法制的な枠組みの検討については、その段階における

働き方改革の進展や三年後に実施予定の教師の勤務実態状況調査の結

果などを踏まえる必要があるため、現段階では方向性を見定めること

は困難ですが、検討の観点としては、本年一月の中教審答申を踏まえ

た働き方改革の総合的な取組の中で、教師の職務と業務の量をどう捉

え評価をするか、また、これからの時代における教師の職務にふさわ

しい給与等の処遇の在り方をどう考えるか、教師集団の流動性や多様

性を高める中で、それぞれの教師のライフステージやキャリアパスを

踏まえ、子供たちと向き合い、教育の質の向上に取り組もうとする教

師の意欲や能力の向上に資する給与等の処遇の仕組みをどう構築する

かなどが考えられます。」（令和元年 11 月 26 日 参・文教科学委員会 

萩生田文部科学大臣） 

 

＜その他＞ 

１ 学校における働き方

改革の総合的な推進

について 

「学校教育では、何といっても教師の存在、これが一番重要です。子

供にとって教師が最大の教育環境であり、学校の質は教師そのものの

質に左右されると言っても過言ではないと思います。 

 教育に生きがいを感じ、教育に携わることを天職と考えるような教

師が自信と誇りを持って生き生きと教壇に立てるように、勤務環境を

確立していくことが私の責任だというふうに思っております。今ここ

で学校における働き方改革を断行しなければ、志ある優秀な若者が教

育界に進まなくなるという深い危機感を持ち、喫緊の課題である教員

の長時間労働の是正はもとより、給特法を含む教師の勤務に関する法

制度の見直し等について、できることは何でもやるという決意を持っ

て臨んでまいりたいと思います。 

 学校における働き方改革は特効薬のない総力戦であり、文部科学大

臣である私の責任において、あらゆる手だてを尽くして総合的に取り
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組む決意であります。 

 まず、業務改善の基礎となる客観的な方法による在校等時間の把握

については、本年実施した教育委員会における学校の働き方改革のた

めの取組状況調査において、勤務時間管理の状況を調査し、今後、客

観的な方法により在校等時間の把握をしていない教育委員会の名前の

公表、また、ＩＣＴ環境の整備はもちろんのこと、来年度の教職員の

加配の配分や外部人材の補助金交付に際して、設置校における客観的

な方法による在校等時間の把握が前提条件であることを明確化するこ

とによって、文部科学省としては、来年度当初から全国全ての学校に

おいて客観的な方法による勤務時間把握が行われるように、政策を総

動員して取り組んでまいりたいと思っております。 

 そして、本法律案の実効性を高めるためには、各地方公共団体と思

いを共有し、条例や規則などが本法律案の趣旨や目的に沿ったものと

なることが必要不可欠であると考えており、私たち文科省としては、

全国の都道府県、政令市の教育長に向けて、今回の法改正の趣旨や働

き方改革の推進について私自らが直接説明する機会を設けることを検

討するとともに、全国の知事会、全国市長会、全国町村会、また全国

議長会や市町村の議長会の皆さんにも、これは条例や規則を作っても

らわなくてはなりませんので、しっかりと協力依頼をしていきたいと

思っています。 

 各都道府県の校長に対する文科省職員の説明の機会も、今御提案の

とおり、ブロックごとにやらせていただきたいと思っておりますし、

今回の法改正案の趣旨を分かりやすく解説した動画の作成などによ

り、今回の改正の趣旨や意義の周知徹底を図ってまいりたいと考えて

おります。 

 このような情報発信等をてことしながら、平成二十九年義務標準法

改正による教職員定数の改善や外部人材の活用などの学校の指導、事

務体制の効率的な強化充実、現在中教審で検討している小学校高学年

における教科担任制の導入などの制度改善、学校や教育委員会におけ

る業務の見直し改善など、各学校、教育委員会、国における総力戦を

徹底して行い、その組合せで成果を出し、それぞれの学校や教育委員

会における積極的な取組が着実に進むよう、勤務実態調査を行うまで

の間、集中的に働き方改革を推進してまいりたいと思います。 

 先生がおっしゃっていただいた社会総掛かりでこの改革を前に進め

ていく、その決意でございます。」（令和元年 12 月 3 日 参・文教科学

委員会 萩生田文部科学大臣） 

２ 教職員定数の改善に

ついて 

「教職員定数につきましては、平成二十八年に、文部科学省として、

教職員定数の今後のあり方について議論し、学校指導体制の改善充実

を図るため、文部科学省内にタスクフォースを設け、次世代の学校指

導体制のあり方について策定をしました。 

 この方針を踏まえ、平成二十九年の義務標準法改正に伴う通級によ

る指導等のための教員定数の基礎定数化による定数改善を、平成二十

九年度から令和八年度までの十年間で計画的に推進することとしてい

ます。これにより、通級指導等のための加配定数二万人が基礎定数化

され、令和八年度には約二万四千人に増加すると見込んでいます。 

 また、小学校の英語専科指導のための加配定数を平成三十年度には

千人、令和元年度予算では更に千人ふやして合計二千人の措置をする

など、学校の指導、事務体制の効果的な強化充実を図っているところ

でございます。 

 これに加えて、令和二年度概算要求では、小学校英語専科指導のた
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めの加配定数を更に千人増加させるとともに、平成三十一年一月の中

教審答申を踏まえて、学級担任の授業負担軽減の観点から、小学校の

チームティーチングのための加配定数四千人について、令和二年度及

び三年度の二カ年をかけて、専科指導のための加配定数に発展的に見

直すこととして、必要な経費を要求しております。 

 学校における働き方改革の観点も踏まえつつ、本年四月から、中教

審において、小学校高学年における本格的な教科担任制の導入など、

新しい時代を見据えた学校教育の実現に向けて、教育課程、教員免許、

教職員配置の一体的検討が行われております。 

 これらの検討については、今年度中に方向性を、来年度には答申を

いただく上で、教師の勤務実態状況調査を実施することとなる令和四

年度以降に必要な制度改正が実施できるように、文科省として検討を

進めてまいりたいと思っています。」（令和元年 11 月 15 日 衆・文部

科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

３ 今後の部活動の在り

方について 

「部活動は、生徒の体力や技能の向上だけでなく、向上心や規範意識

など人間力の向上にも資するものであり、教育的意義を有する活動で

あります。 

 一方で、中学校教師の休日勤務の大半を占めているとともに、運動

部活動を担当する教師の約半数が競技経験を有していないという状況

にあり、部活動における教師の負担軽減を図ることは喫緊の課題であ

ると考えております。 

 文部科学省としては、昨年策定した部活動のガイドラインにおいて

部活動の活動時間について基準を示すとともに、その実現に向けて競

技団体と連携をして、短時間で効果的な指導のための手引作成、活用

や部活動指導員の配置の促進を実施しております。 

 部活動の大会の見直しについては、主催者である中体連や高体連に

対し、主体的な検討を依頼しております。両団体からは来年度中に結

論を得る見込みであると伺っており、文部科学省としても、関係団体

と連携をしながら大会の見直しを推進してまいります。 

 また、部活動の地域移行については、学校の部活動の活動日程を縮

減し、その代わりに地域スポーツクラブの活動として実施している事

例があり、文部科学省としても、このような取組を広く広めながら、

部活動の地域連携を段階的に進めていきたいというふうに考えており

ます。 

 部活動改革については以上の取組を総合的に推進することが重要で

あると考えており、文部科学省としては、教師の働き方改革と生徒へ

の教育的意義を有する部活動が両立できるよう、部活動改革の実現を

図ってまいります。 

 やはり、子供たちの教育の場である中学校も含めて完全に切り離し

ていいかどうかというのも含めて、地域のスポーツ連携を取りながら、

しっかりと移行できるような環境づくりに邁進してまいりたいと考え

ております。」（令和元年 12 月 3日 参・文教科学委員会 亀岡文部科

学副大臣） 

 

「我が国の教育を支えてきた部活動の持続可能性の確保の観点から

も、中教審答申では、「将来的には、部活動を学校単位から地域単位の

取組にし、学校以外が担うことも積極的に進めるべきである。」と指摘

をされており、御指摘のとおり、部活動指導に意欲的な教師やアスリ

ートとしての経験を持つ教師などが学校以外の主体が行うスポーツ活

動や文化活動に兼職、兼業の許可を受けるなどして参加することも、
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今後の重要な選択肢として検討してまいりたいと思います。」（令和元

年 11月 8日 衆・文部科学委員会 萩生田文部科学大臣） 

 

30



「指針」の条例・規則等への反映について（例） 

 

 

１．県立学校、政令市立学校の場合 

 

○ 条例（勤務時間条例、給特条例等）に以下の項目を追記。 

 

第○条 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和四十六年法

律第七十七号）第二条に規定する教育職員（以下単に「教育職員」という。）の健康及び

福祉の確保を図ることにより学校教育の水準の維持向上に資するため、教育職員が正規の

勤務時間（第●条の規定による勤務時間をいう。）及びそれ以外の時間において行う業務

の量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るための措置については、同

法第７条に規定する指針に基づき、教育委員会の定めるところにより行うものとする。 

 

○ 教育委員会規則に以下の条文を追記。 

 

第○条 教育委員会は、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法

（昭和四十六年法律第七十七号）第二条に規定する教育職員（以下単に「教育職員」と

いう。）の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育の水準の維持向上に資するよう、

その所管に属する学校の教育職員が業務を行う時間（同法第七条の指針に規定する在校

等時間をいう。以下同じ。）から所定の勤務時間（同法第六条第三項各号に掲げる日（代

休日が指定された日を除く。）以外の日における正規の勤務時間をいう。以下同じ。）を

除いた時間を次の各号に掲げる時間の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量の適

切な管理を行う。 

 一 一箇月について四十五時間 

 二 一年について三百六十時間 

２ 教育委員会は、教育職員が児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅

な増加等に伴い、一時的又は突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合

には、前項の規定にかかわらず、教育職員が業務を行う時間から所定の勤務時間を除い

た時間を次の各号に掲げる時間及び月数の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量

の適切な管理を行う。 

 一 一箇月について百時間未満 

 二 一年について七百二十時間 

 三 一箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の一箇月、二箇月、三箇月、四箇月

及び五箇月の期間を加えたそれぞれの期間において一箇月あたりの平均時間について

八十時間 

 四 一年のうち一箇月において所定の勤務時間以外の時間において四十五時間を超えて

業務を行う月数について六箇月 

３ 前二項に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の健康及び

福祉の確保を図るために必要な事項については、教育委員会が別に定める。 

 

※ 各都道府県・政令市において、指針に定めるその他の事項については、条例や教育委

員会規則に基づき別途方針として定める。 
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２．市町村立学校の場合 

 

○ 都道府県において、県費負担教職員の条例（勤務時間条例、給特条例等）に以下の項目

を追記。 

 

第○条 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和四十六年法

律第七十七号）第二条に規定する教育職員（以下単に「教育職員」という。）の健康及び

福祉の確保を図ることにより学校教育の水準の維持向上に資するため、教育職員が正規の

勤務時間（第●条の規定による勤務時間をいう。）及びそれ以外の時間において行う業務

の量の適切な管理その他教育職員の健康及び福祉の確保を図るための措置については、同

法第７条に規定する指針に基づき、教育職員の服務を監督する教育委員会の定めるところ

により行うものとする。 

 

○ 市町村において、教育委員会規則に以下の条文を追記。 

 

第○条 教育委員会は、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法

（昭和四十六年法律第七十七号）第二条に規定する教育職員（以下単に「教育職員」と

いう。）の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教育の水準の維持向上に資するよう、

その所管に属する学校の教育職員が業務を行う時間（同法第七条の指針に規定する在校

等時間をいう。以下同じ。）から所定の勤務時間（同法第六条第三項各号に掲げる日（代

休日が指定された日を除く。）以外の日における正規の勤務時間をいう。以下同じ。）を

除いた時間を次の各号に掲げる時間の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量の適

切な管理を行う。 

 一 一箇月について四十五時間 

 二 一年について三百六十時間 

２ 教育委員会は、教育職員が児童生徒等に係る通常予見することのできない業務量の大幅

な増加等に伴い、一時的又は突発的に所定の勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合

には、前項の規定にかかわらず、教育職員が業務を行う時間から所定の勤務時間を除い

た時間を次の各号に掲げる時間及び月数の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量

の適切な管理を行う。 

 一 一箇月について百時間未満 

 二 一年について七百二十時間 

 三 一箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の一箇月、二箇月、三箇月、四箇月

及び五箇月の期間を加えたそれぞれの期間において一箇月あたりの平均時間について

八十時間 

 四 一年のうち一箇月において所定の勤務時間以外の時間において四十五時間を超えて

業務を行う月数について六箇月 

３ 前二項に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の健康及び

福祉の確保を図るために必要な事項については、教育委員会が別に定める。 

 

※ 各市町村において、指針に定めるその他の事項については、条例や教育委員会規則に

基づき別途方針として定める。 

 

※ なお、各市町村において、それぞれの実情を反映した上でそれぞれの方針を定めること

が望ましいが、「給特法第七条に規定する指針に基づき」業務量の適切な管理その他教育

職員の健康及び福祉の確保を図るための措置を講ずる、と規定することも考えられる。 
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各 地 方 公 共 団 体 で 方 針 の 策 定

又 は で 条 例 制 定

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

令
和
３
年
度

第 ７ 条 （ 在 校 等 時 間 の 上 限 ） 関 係 第 ５ 条 （ 変 形 労 働 時 間 制 の 活 用 ） 関 係

改
正
給
特
法
の
施
行
に
向
け
た
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
（
イ
メ
ー
ジ
）

改 正 法 成 立

令 和 ２ 年 度 か ら 施 行

令 和 ３ 年 度 か ら 施 行

12
月

４
月

４
月

３
月

２
月

１
月 指 針 （ 上 限 ） 告 示

条 例 ・ 規 則 の 例 の 提 示

で 条 例 制 定２ 月 議 会

６ 月 議 会

９ 月 議 会

６
月

９
月

各 学 校 で 年 間 計 画 策 定

必 要 な 規 則 等 の 整 備

一
年
単
位
の
変
形
労
働
時
間
制
を
念
頭
に
置
い
た

年
間
計
画
の
試
行

一
年
単
位
の

変
形
労
働
時
間
制

の
活
用

上
限
を
踏
ま
え
た
業
務
の
量
の
適
切
な
管
理
の
実
施

４
年
度 勤 務 実 態 調 査

12
月

省 令 制 定 ・ 指 針 （ 変 形 の 要 件 ） 告 示

条 例 ・ 規 則 の 例 の 提 示

政 令 （※ ） 制 定

中 央 教 育 審 議 会 で 審 議

※
省
令
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
「
中
央
教
育
審
議
会
」
の
意
見
を
聴
く
こ
と
を
定
め
る
も
の
。
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